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2011年度政府予算編成に関する要請書

　貴職におかれましては、国際的・国内的にも厳しい状況の下、農林水産業の発展に日々御尽力されていることに心から敬意を表します。

　さて、2011年度予算編成にむけた作業が進められている段階にあたり、下記の課題についてのご検討と積極的な対応を要請します。

記

1.　多様な担い手確保策の推進について

　(１)　前政権による選択と集中の担い手確保策が農業・農村の疲弊を招いた反省に立ち、多様な担い手確保にむけた財源を確保すること。

　　　　具体的には以下のことについて配慮願いたい。

　　　①　戸別所得補償制度の拡充により、広く経営を支えるしくみを整備すること。

　　　②　新規参入農業者を受け入れる地域・個人の取り組みに支援策を講じること。

　　　③　農地、自然環境、景観、伝統文化、地域社会等の維持に寄与する農業生産に対してその価値に見合った財政支援のしくみを構築すること。

　　　④　都市農業の継続、都市住民の農業参加を促す取り組みに対する支援策を講じること。

　(２)　ＴＰＰは日本の食料・農林水産業に多大な影響を及ぼすことから、慎重に検討すること。

2.　食料自給率向上策と戸別所得補償制度の推進について

　(１)　食料自給策の柱である戸別所得補償制度について十分な財源を確保すること。

　　　　具体的には以下のことについてとくに配慮願いたい。

　　　①　自給率がとくに低い、大豆・麦等主要穀物に対する補償財源を確保し、早急に生産農家を支援すること。

　　　②　市町村における事務処理負担が急増していることから、新たな職員を配置するための予算を国の責任において交付すること。あわせて、確実に職員配置に使われる予算として交付すること。

　　　③　生産コスト補填の側面が強調される余り、制度導入の本来の意味が理解されにくくなっていることから、制度のもつ社会的な価値を丁寧に情報発信するためのしくみ、財源を確保すること。

　　　④　米流通業者による所得補償額見合いの買いたたきというモラルハザードに対して、必要外の税金投入を防止する観点から厳格な防止策を講じること。

　　　⑤　水田の転作物栽培が難しい地域における新規需要米の導入を促すため、栽培法、飼料米の給飼法等技術課題解決にむけた試験研究体制を構築するための財源を確保すること。同時に全国規模での大幅な需要拡大策に加え、地域内流通体制確立を進めるため県・市町村に対する支援を行うこと。

3.　直接支払いによる農業・農村の支援および環境と調和した農業の推進について

　(１)　戸別所得補償制度の充実と同時に直接支払いを法制化することによって安定した所得の補償と、守るべき農村の多面的な価値を明確にすること。

　　　　具体的には、資源保全管理支払い、環境支払い、中山間地支払い等の法制化と財源措置を急ぐこと。

4.　消費者との信頼関係を築く政策の推進について

　(１)　地産地消、食農教育の推進などに対する財政支援を拡充すること。

　(２)　農産物流通にかかる各種第三者機関等による認証制度に過度に頼ることなく、消費者（都市住民）と生産者が直接交流して支え合うしくみをつくる取り組みに対する支援を拡充すること。

5.　協同農業普及事業の推進について

　(１)　「協同」農業普及事業の維持について

　　　　協同農業普及事業交付金を維持すること。

　　　　既に事業費全体に占める交付金の比率は５％程度に減少しているが、交付金の存在自体が制度を維持する根拠になっていることから、予算額の大小ではなく、これを維持すること。

　(２)　普及指導員および普及指導センターの設置について

　　　　一定レベルの普及サービスが全国どこにいても受けられるよう、農業改良助長法に基づく普及指導員および普及指導センターの設置について引き続き維持すること。

6.　2011年度予算ならびに事業仕分けについて

　　2011年度予算重点要求事項および新規要求事項のうち、とくに公設試が関わる内容について、その検討状況を明らかにすること。

　　また、研究事業に関する行政刷新会議による事業仕分けの状況と、改善の方向が出された際の対応方針について明らかにすること。

7.　研究資金について

　(１)　プロジェクト研究、競争的資金など公設試が応募できる研究資金に関する公募・採択状況を明らかにすること。また、見直しや新設を予定している資金があれば、その検討状況を明らかにすること。その際、地域の問題解決と連動させて、地方自治体の試験研究機関が積極的に参画し、採択されるよう配慮すること。

　(２)　近年、公設試では研究予算の縮減から外部資金への依存度が高まっており、契約締結時期が遅くなると年度当初の研究遂行に支障をきたす場合がある。このため、契約をできるだけ早期に締結できるようにすること。また、応募者への影響に配慮し、新規課題採択の可否については公募要領に定められたスケジュールに沿って遅滞なく通知すること。

　(３)　公設試と国・大学・民間企業との連携強化にむけた取り組みについて

　　　　公設試が有する優れた研究シーズを新技術の開発に活かすための情報交換・研究交流をさらに進めるとともに、コーディネーターの設置等、連携強化にむけた事前調査・基礎的研究のための予算も充実させること。

8.　農商工連携の強化にむけた取り組みについて

　　農山漁村が有する貴重な資源を活用した農商工連携は、地域経済の活性化に有効であり、この取り組みには公設試の役割が極めて重要と考える。

　　農商工連携に関する取り組みのうち、とくに公設試が関与する取り組み状況や成果について明らかにすること。さらに次年度以降にむけて農商工連携に対する支援方策を拡充・強化すること。

9.　貴省所管の独立行政法人試験研究機関について

　　貴省所管の独立行政法人のうち、見直しを予定している組織があれば、その状況について明らかにすること。

10. 農村基盤整備事業予算について

　　食料自給率の向上、担い手の確保、中山間地対策等に対応した、農地の維持・改修、整備事業の適切な実施を進めていく予算を措置すること。事業の推進母体である土地改良区、各都道府県土地改良事業団連合会職員の雇用への配慮を反映した、団体の新たな位置づけについて検討をすること。

以　　上　　
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